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はじめに 

 

生団連は、高レベル放射性廃棄物の最終処分（以下、地層処分）問題を、今後いかなるエネルギ

ー政策を推進するにしても解決を避けて通ることのできない課題であると位置づけている。その上で、地層

処分の検討プロセスの中でも、地域における対話と理解の醸成を主たる目的とする文献調査につい

て、将来の処分施設の受入れ可否という最終判断を直ちに求めるものではなく、むしろ丁寧な熟議を

積み重ねるための入口として、より多くの地域で検討されることが望ましいと考えている。  

こうした中、政府が東京都小笠原村の南鳥島周辺を対象として文献調査の実施を自治体に要請し

たことは、地層処分の適地選定に向け、国が主導で進めることを象徴的に体現する具体的取り組みであ

り、前向きに評価したい。この動きについては一定の報道がなされているものの、地層処分という課題につ

いてはこれまで、社会的な議論を喚起するほどの報道が十分になされてきたとは言い難く、国民の認

知や関心は依然として高いとは言えない状況にある。加えて、検討プロセス、とりわけ文献調査の位置

付けや意義についての理解は一層限定的である。このような状況の下で、地域において冷静かつ主体的

な議論が行われる機会は限られており、文献調査の受入れを検討する基礎自治体が極めて少ないこと

が、選定プロセスの停滞につながっている。 

地層処分は、電力を活用する者の責任として、また将来世代への責任として避けて通ることのできない

国民的課題であり、エネルギー政策の選択にかかわらず、社会全体で向き合う必要がある。そして、その

適地選定プロセスは、地域の理解と信頼の形成を前提とする性質を有しており、拙速な判断ではなく、

段階的かつ丁寧な合意形成が不可欠である。他方で、こうした合意形成を前提とする性質を有するに

もかかわらず、現行の検討プロセスにおいては、地域における熟議が十分に機能しにくい状況が見られ

る。この背景には、基礎自治体において勉強会や議会での議論など、民主的な検討が始まった段階で、

その結論を待たずに広域自治体の首長が反対の立場を表明する事例が見られることがある。また、基礎

自治体内部においても、議会や住民の議論の過程が十分に踏まえられたかどうかについて、関係主体間

での受け止めが一致しないまま、最終的な立場が示される事例が見られる。  

広域自治体が最終的に賛否を示すこと自体は否定されるものではなく、また、基礎自治体の首長が

自らの判断を示すことも制度上当然に認められている。しかしながら、議会や住民による議論がどのよう

に評価され、最終判断にどのように反映されたのかが必ずしも明確でない状況で、地域発意による検

討の芽を摘むことは望ましくない。  

いわゆる NIMBY（Not In My Backyard）型の施設の設置にあたっては、国や広域主体による一

方的・強権的な関与への反発が強まりやすいことが、これまでの政策過程においても繰り返されてきた。こ

うした歴史を踏まえれば、まずは地域における熟議の土台を丁寧に整え、その上で各主体が対話を通じ

て理解を深める仕組みを制度的に担保することが重要である。とりわけ文献調査は、将来にわたる処分

地決定を直ちに意味するものではなく、撤回可能な意思決定の第一段階として位置付けられるもの

であり、その意義を踏まえた制度設計が求められる。こうした条件整備を通じて、文献調査という最初

の段階に着実に進むことが、地層処分事業におけるこうした膠着状態を打開する現実的かつ妥当な方

策である。 

  



国への提言 

 

前述した問題認識を踏まえ、地層処分事業における地域発意と熟議を支える観点から、国に対し以

下の点を提言する。 

１．文献調査を受け入れた、又は受け入れを検討する基礎自治体が、地層処分に関する住民向け集

会、勉強会、意見交換会等を開催する場合に必要となる実費（会場費、資料作成費、専門家

招聘費等）について、国が財政的支援を行うこと。 

２．基礎自治体において、議会での議論や住民参加の場の設置など、民主的なプロセスを経て文献調

査の実施に向けた発意が示された場合には、基礎自治体および広域自治体の首長が直ちに賛否

を表明するのではなく、 発意の主体と基礎自治体、広域自治体、国及び事業者等をはじめとした

関係者が参加する協議の場を設け、相互理解を図る機会を制度として確保すること。実施のタイミ

ングは、文献調査の実施に向けた検討の段階を過度に制約しない観点から、少なくとも首長が次

段階移行について意見を述べるに先立つものとすること。 

３．文献調査から概要調査、概要調査から精密調査へと次段階へ移行するか否かを判断する節目に

おいては、当該基礎自治体において調査結果の概要を分かりやすく整理・公表した上で、住民説

明会の開催に加え、パブリックコメント等を含む住民の自治体に対する意見も含め公式な意見表明

の機会を、首長が次段階移行について意見を述べるに先立ち、制度的に確保すること。 

また、国は、当該住民意見の整理結果およびそれを踏まえた首長の意見を考慮した上で次段階へ

の移行を判断し、その判断理由及び住民意見がどのように反映されたのかについて説明責任を果た

すこと。 

 

図 提案内容のイメージ 



終わりに 

 

地層処分は、将来世代に責任を先送りできない国民的課題である一方、拙速な意思決定や強権

的な進め方は、かえって社会的分断と不信を深めることになりかねない。だからこそ、結論を急ぐのではなく、

可逆性が確保された文献調査の段階から、地域の主体性と熟議を積み重ねていくことが重要である。 

本提言は、地層処分の是非や処分地の決定を求めるものではなく、文献調査を「進めることができる

環境」を整えるための提言である。地域からの民主的な発意が尊重され、基礎自治体、広域自治体・

国・事業者が相互理解のもとで対話を重ねるプロセスが制度として担保されることで、はじめて冷静で建

設的な議論が可能になる。 

国においては、本提言を踏まえ、地域発意を萎縮させることなく、文献調査を通じた熟議の土台づくり

に主体的に取り組むことを期待する。 

 

以上 


